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Ⅰ.はじめに 

 

 2026年度は学園にとって、創立から 104年目となる。長い歴史を乗り越えてきた学

園が、これからも大きな変化に適切に対応するため、新たに第４期中期事業計画を立

て、教育機関としての負託に応えていく。その柱は学生と生徒の成長に目線を置くブ

ランドコンセプトである。愛知東邦大学においては「オンリーワンを、一人に、ひと

つ。」、東邦高等学校においては「目指す生徒像」である。既に取り組んできたブラン

ディングを改めて再構築するリブランディングの意味も込める 

また、高校は校長が７年ぶりに交代し、教育活動の充実に向けて、新たなリーダー

がけん引する。 

新入生の状況は、予測の難しさに改めて直面した。愛知東邦大学は、予測を覆して

定員を大幅に超す学生を迎えた。私立大学が少子化を一層危惧して、軒並み年内実施

の総合型・学校推薦型入試によって多くの学生を獲得したため、「年明け入試」の一般

選抜がより狭き門となり、受験生の志願先に例年にはない変化が生じたためと推測さ

れる。 

東邦高校は、学園運営上適切と判断した入学者数を、２年連続して下回った。今年

度から授業料が 45万 7200円まで所得制限なしに無償化され、東邦高等学校への志願

者も 2025年度をさらに上回る 3,400人台を記録するなど、事前には「私学人気」の加

速が入学者数にも影響するとみられた。しかし、結果的には非常に読みづらかった。 

教育環境の整備では、厳しい財務状況を踏まえて先送りしてきた大学の新キャンパス計

画を具体化させる。三期に分散して、第一期では先ず築 60年を越す老朽校舎の代替校舎

新築に着手し、2027年度末の完工を図る。 

東邦高校と愛知東邦大学の連携では、大学の教育学部への進学を念頭に置いた「特色入

試」を東邦高校が今春導入し、幼児保育や初等教育に携わることを高校入学時から意識し

た高校生を迎える。「子育て支援」となる保育士や、初等教育に携わる教員が著しく不足

している社会的課題に呼応する試みである。教育機関が常に応えるべき社会からの負託に

対して、高校と大学が協力し合って「３＋４」の７年一貫教育を始める。今はささやかで

緒に就いたばかりだが、大きく育てて、全国のモデルになることを目指す。 
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Ⅱ 愛知東邦大学の事業計画 

第 4 期中期事業計画（2026～2030 年度）に基づき、建学の精神及び本学のブランドコ

ンセプトである「オンリーワンを、一人に、ひとつ。」の下、本学は、学生一人ひとりの

可能性と才能を見出し、それを引き出し、共に磨き上げることを基本使命とする。 

18 歳人口の減少に伴う募集戦略の強化は喫緊の課題であり、新たな教育プログラムの

開発、高大接続、留学生、リカレント教育など通じて、新たなステークホルダーの開拓が

必須である。同時に、小規模大学である強みを遺憾なく発揮する必要がある。実現にあた

っては、様々な大学間連携、地域・産学連携等を通じて、実現の可能性を高め、学生への

更なる教育の質向上を図る。それらを達成するためには、これらを支える教職員の能力向

上と組織運営の強化が不可欠となる。 

本計画では、第 4期中期事業計画において設定した最終目標（KGI）に向けて、2026年

度中に課題解決するための指標（KPI）を設定し、各事業を推進する。 
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１．教育プログラム（教学マネジメント本部、大学再編準備室、 

地域・産学連携センター運営委員会等） 

（１）2029 年度以降を見据え、経営学部・教育学部及び総合教養科目の教育課程再編に関

して、2027年度前期末を目途に検討を進める。 

（２）本学がめざす「テーラーメイド教育」のより一層の推進を図るとともに、学群・学環

など多様な教育課程の体系化ならびに通信課程を見据えた次世代型教育システムの

可能性について検討する。 

（３）学生の成長率向上に向けた取組として、「他者や企業・地域との関わりをもつための

機会」、「地域連携コーディネーター配置」、「入学前教育・初年次教育連携」について

検討を行い、2027年度より順次事業を開始する。また、「体系的キャリア教育」の実

施などについて検討を進める。 

（４）中途退学者を未然に防ぐため、2025年度より導入した「TOHO Compass」の学生入力

率を向上させ、第 4期中期事業計画の中退率 KGI(経営学部 3.5%、人間健康学部 3.8％、

教育学部 2.3％)を達成するための学部毎の KPI を具体的な方策とともに設定し、実

施する。 

（５）地域ニーズ調査を踏まえ、社会人向け教育プログラムを検討・整備する。学士課程改

革と連動し、生涯学習機能を強化することで、地域に貢献する持続可能な教育基盤を

構築する。 

 

２．学生支援（総務委員会、学生委員会等） 

（１）新キャンパス計画として、第 1 期工事を着実に実行し、2027 年度末完工に向けて、

必要な教室等を整備するとともに、第 2期工事以降のキャンパス計画を再点検する。 

（２）学生のモチベーション向上の取り組みとして、ハード面／ソフト面両方からの検討を

行う。具体的には、①カフェテリア機能の再検討、②学修行動・満足度調査等を踏ま

えた必要な施設設備の検討、③学食の混雑緩和対策、④酷暑対策の充実等を検討する。 

（３）学生の成長実感・賑わい創出への取り組みとして、学生自らが「成長した」と実感で

きるイベント等を検討する。また、社会との接点、学部横断型接点の実現に向けてイ

ベントを設定する。学生イベント参加率は 2025年度の 10％増を見込む。 

（４）学修行動・満足度調査による満足度比率を増加させるための方策として、学術情報セ

ンターの活性化及び機能の見直しにより学術情報センターの利用率を前年度比 10％

増とする。 

 

３．学生募集・高大接続（教学マネジメント本部等） 

（１）ターゲット別募集戦略の一環として、既存ターゲット層に対して興味・行動に応じた

情報の個別最適化を進め、出願率向上を図る。対面での接触において体験価値を高め、

編入学生・社会人への募集も強化する。企業連携や高大連携プログラムと連動し、地

域・企業志向の学生層へのアプローチを拡充する。具体的には、編入学生は専門学校

や短期大学を中心に、社会人募集については、フレンズ・TOHO との連携や企業向け
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のイベント等を実施し、企業とのネットワーク構築を行う。高大連携とも関連付け、

本学の各種プログラムに高校生が参加できるようイベント化する。 

（２）ターゲットエリアの拡大を目的として、留学生募集や新規クラブ設立などを通じて新

たな層を開拓する。沖縄での募集の定着を図るとともに、サテライトキャンパス構想

等と連動し募集エリアを戦略的に拡大する。これらの施策により、入学定員充足率

100％以上を目指す。 

（３）高大接続の体系化と関係校強化を図る。具体的には、東邦高等学校との連携を深化さ

せ、合同クラブや体験型プログラムを通じて入学比率 10％以上を目標とする。また、

提携校との関係維持・拡充を図り、提携校出身比率約 25％を維持する。さらに、高

校生向け科目等履修生制度を創設し、高大接続を制度的に強化する。 

 

４．研究活動・地域連携・国際交流（研究活動委員会、 

地域・産学連携センター運営委員会、国際交流センター運営委員会等） 

（１）研究力の可視化と持続的発展を目的として、科学研究費助成事業（科研費）・外部研

究資金の申請支援体制強化、学内研究助成制度の戦略的運用、若手研究者・共同研究

の育成支援、研究成果の公表を奨励し、広報についても強化する（Web・紀要・社会

発信）。なお、科研費応募率 50%をめざす。 

（２）地域創造研究所のビジョンについて再定義し、地域・産学連携センターとの連携を一

層推進し、地域企業・自治体との包括連携協定の拡充、PBL・インターンシップの体

系化、公開講座・地域イベントを拡充する。研究成果を生かしたベンチャー企業設立

の支援、産官学連携プロジェクトの立案・実施を毎年 50件以上、サテライトキャン

パスの設置検討、教員・保育士養成の地域人材育成に関する検討を行う。 

（３）キャンパス国際化構想を実現するため、留学生を総数として 30名以上受け入れるた

めのプログラムの立案や受験者数前年比 10％増を目標とする英語試験等へ支援を行

う。 

 

５．組織行動・人事制度（教学マネジメント本部、FD・SD委員会、総務委員会等） 

（１）大学クレドを基軸にコンピテンシーを明確化し、既存研修制度を見直す。クレドの理

解と実践力向上を目的とした研修を実施し、参加率 90％以上を目標とする。あわせ

て、企業・地域連携力の強化や「テーラーメイド教育」実現に向けた研修、他大学視

察等を通じて教育力の高度化を図る。 

（２）第 4期中期事業計画の着実な遂行に向け、管理職層に対する人材マネジメント研修を

導入する。さらに、職員の主体的な能力開発を支援するため、学会参加費補助等の制

度設計を進め、教職員のモチベーション向上と専門性強化を図る。 

（３）組織活性化・進捗管理の高度化と DX推進を目的として、クレド体現活動への褒賞制

度や教職員サークル制度を導入し、帰属意識と組織活力を高める。あわせて、管理職

と教職員による 1on1 を通じて中期事業計画の浸透と目標管理を徹底する。さらに、

AIツール活用や DX推進、テレワーク制度・ゾーニング設計等により業務効率化と生
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産性向上を実現する。 

（４）改正私立学校法に基づく寄附行為をはじめとする学内諸規程の変更に対応するべく、

新たな理事会・評議員会運営チェックリスト等を作成し、適正に理事会・評議員会を

運用するための手順を確立する。さらに、年度末には認証評価の「受審のてびき」に

従って運用状況を確認し、内部監査室及び監事に結果を報告する。 
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Ⅲ. 東邦高等学校 事業計画 

2026 年度は、本校の新たな五か年計画である「第４期中期事業計画」がスタートする。

第３期中期事業計画で積み重ねてきた教育実践を基盤としながら、社会の急速な変化や生

徒を取り巻く環境の変化を踏まえ、本校の教育をさらに発展させていく重要な出発点とな

る一年である。 

近年、人工知能の発展や社会構造の変化により、求められる力は大きく変わりつつある。

文部科学省が進める高校教育改革においても、知識の習得に加え、課題発見力や協働的な問

題解決力、文系・理系の枠を越えた多面的な思考力の育成が重視されている。 

本校では、生徒が自らの将来を主体的に考え、夢や目標に向かって挑戦していく教育を大

切にしてきた。私は常々、生徒には「夢は変わってもよい。しかし夢は持ち続けてほしい」

と伝えている。社会が大きく変化する時代だからこそ、生徒が多様な経験を通して可能性を

広げていく教育環境を整えていくことが重要である。 

こうした認識のもと、2026 年度の事業計画では「学力向上」「進路意識の醸成」「教職員

の働き方改革」の三つを柱として教育活動を推進していく。 

まず一つ目は、新学力向上プロジェクトの推進である。これまで第三期新学力向上プロジ

ェクトを進めてきたが、十分に進めきれなかった課題や、生徒の実態に合わなくなってきた

取り組みも見られる。そこで 2026年度は、これまでの取り組みを整理し再構築を図る。２

０２７年度導入開始が決定している放課後を活用した校内自習室開設、オンライン教材の

活用などを組み合わせた学習支援体制を整備し、生徒一人ひとりの学力や学習スタイルに

応じた支援を実現していく。 

二つ目は、愛知東邦大学との連携強化による進路意識の醸成である。本校にとって愛知東

邦大学との連携は進路指導の重要な柱の一つである。特に今年度から導入された愛知東邦

大学の特色入試を契機として、大学での学びを体験する機会や大学教員・学生との交流プロ

グラムなどについて大学と連携しながら新たな取り組みを検討していく。これらを通して、

生徒の進路意識の向上と学習意欲の喚起を図っていきたい。 

三つ目は、学科・コースのカリキュラムの検討である。2032 年度からは新たな学習指導

要領が年次進行で導入される予定であり、探究的な学習のさらなる深化や、文系・理系の枠

組みを越えた学びの重要性が示されている。本校では現在、世界探究科を中心に探究的な学

びを実践しているが、今後は理系分野においてもより高度な探究学習の導入を検討してい

く。また、社会の変化や大学入試制度、生徒の志向の多様化を踏まえ、各学科・コースの教

育内容について継続的な見直しを行っていく。さらに、教育活動を持続的に発展させていく

ためには、教職員が安心して教育に専念できる環境づくりも重要である。そのため業務の合

理化と働き方改革を進め、特に部活動についてはガイドラインの遵守していくために、各種

団体の人権を守るルールの徹底およびオンラインも含めた研修受講を促進させる。また、部

活動の運営方法の見直しを通して、教育的効果と教職員の負担軽減の両立を図っていく。 

2026 年度は第４期中期事業計画の出発点となる年度である。教職員が共通の方向性のも

とで教育活動を推進し、生徒一人ひとりが夢や目標を持ちながら自らの可能性を広げてい

くことのできる学校づくりを進めていきたい。 
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１．学力向上（教務・進路・メディア情報・教科・学年） 

【目標】 

（１）「主体的・対話的で、深い学び」の推進 

（２）「学びに向かう力」の育成 

（３）新学力向上プロジェクトの推進 

（４）検定合格者を増やす 

 

【2026年度計画】 

（１）「主体的・対話的で、深い学び」の推進 

・授業研究会や公開授業を通して、ICT機器や協働学習を活用した授業実践を教員間で共有

し、授業改善につなげる 

（２）「学びに向かう力」の育成 

・生徒一人ひとりの学習状況を把握するため、定期的な個別面談や学習アンケートを実施

し、きめ細かな指導につなげる 

（３）新学力向上プロジェクトの推進 

・第３期新学力向上プロジェクトで進められなかったところや現状に合わなくなったとこ

ろを推進する 

・２０２７年度導入開始が決定している放課後を活用した校内自習室開設、オンライン教材

等を組み合わせた多様な学習支援体制を構築する 

（４）検定合格者を増やす 

・放課後や長期休業中に検定対策講座や補習を実施し、卒業までに全員が英語検定準２級取

得を目指す。また、英語力および学習意欲の高い生徒については、準１級・１級への挑戦を

促し、合格者数の増加に努める。 

・各種検定試験に積極的に取り組ませる。 

 

２．キャリア教育の充実と進路希望実現（進路・教務・教科・学年） 

【目標】 

（１）愛知東邦大学との連携を充実させ、進路意識を高める 

（２）内外インターンシップ・キャリアガイダンスの充実により志を育む 

（３）第一志望校合格の実現 
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【2026年度計画】 

（１）愛知東邦大学との連携を充実させ、進路意識を高める 

・愛知東邦大学への内部進学者数の数値目標を前年度比＋10％とし、同大学の教育活動につ

いて、教員・保護者・生徒それぞれに対して、より一層の周知を図る。 

・愛知東邦大学特色入試入学生への充実した講座の検討を行うとともに、その他の入学生に

も講座参加を促す。 

・高大連携授業のさらなる充実を図り、生徒が「大学での学び」に触れ、愛知東邦大学を知

る機会とする。 

（２）内外インターンシップ・キャリアガイダンスの充実で志を育む 

・学外インターンシップにおける新たな受け入れ先の開拓を行う。学外インターンシップは

40名以上の参加を目指す。 

・新たな職業観形成を目的とした講演実施 

（３）第一志望校合格の実現 

・教員の指導力向上 

・模試結果の有効活用 

 

３．持続可能な社会を担う人材の育成（校務・生活指導・国際交流・生徒会・学年） 

【目標】 

（１）SDGs 2030 年のゴールを意識した国際理解・平和・環境・防災・地域連携教育の推進 

（２）海外交流提携校の開拓 

（３）外部機関および地域（名古屋市・名東区・平和が丘など）との関係強化 

 

【2026年度計画】 

（１）SDGs 2030 年のゴールを意識した国際理解・平和・環境・防災・地域連携教育の推進 

（２）海外交流提携校の開拓 

・教育内容、探究分野、国際理解教育の方向性が合致する学校を選定する 

・国際交流提携校７校を目指し、新たな提携を推進する 

（３）外部機関・地域（名古屋市・名東区・平和が丘など）との関係強化 

・外部機関との協力回数は 15回を超える回数を目指す 

 

４．学校生活の充実（生徒会・生活指導・校務・保健指導・学年） 

【目標】 

（１）生徒が主体的に企画・運営し、参加する自主活動の場を増やす 

（２）マナー・モラルを自分事として考える機会を増やす 

（３）相談体制の充実 

 

【2026年度計画】 

（１）生徒が主体的に企画・運営し、参加する自主活動の場を増やす 
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・自主活動の発表・交流の場を増やす 

（２）マナー・モラルを自分事として考える機会を増やす 

・日常生活、SNS、公共マナー等を題材とした学習を実施する 

（３）相談体制の充実 

・担任、学年団、養護教諭、スクールカウンセラー等による支援体制を構築する。 

 

５．科・コースの充実と普通科教育の見直し（教務・進路・学年・科・コース） 

【目標】 

（１）「目指す生徒像」のもと、科・コースの充実を図る 

（２）学科・コースのカリキュラム検討 

 

【2026年度計画】 

（１）「目指す生徒像」のもと、科・コースの充実を図る 

・学校全体で共有する「目指す生徒像」を、現在の教育活動とリンクさせ可視化させる 

（２）学科・コースのカリキュラム検討 

・各科コースの教育内容が発展するように議論を継続する 

 

６．学校運営の安定化と適正化（広報・教頭・理事） 

【目標】 

（１）安定的な生徒募集 

（２）東邦ブランディングの推進と広報の充実 

（３）通信制課程の設置 

 

【2026年度計画】 

（１）安定的な生徒募集 

・受験生および保護者向け行事の充実を図る 

（２）東邦ブランディング推進と広報の充実 

・学校ホームページなどを活用し、日常の教育活動や生徒の姿を継続的に発信する 

（３）通信制課程の設置 

・先行事例校や関係機関の情報を収集し、制度理解を深める 

 

７．学内環境の整備（理事・教頭・メディア情報・事務） 

【目標】 

（１）生徒の学習環境の整備 

（２）業務の合理化と働き方改革の推進 

（３）教職員の職場環境の整備 
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【2026年度計画】 

（１）生徒の学習環境の整備 

・生徒の Well-beingを支える居場所づくりを推進する 

・2027年度から開始予定の「放課後教室」について、内容の検討および業者選定を進める 

（２）業務の合理化と働き方改革の推進 

・会議・文書の簡素化、ICT活用による業務効率化 

・部活動ガイドラインの遵守のため、各種団体の人権を守るルールの徹底を行う。また、生

徒指導における教員向け人権教育講習の拡充を目指す 

・分掌配置の見直し、分掌間の協力体制の構築、委員会設置等を検討・実施する 

（３）教職員の職場環境の整備 

・職場の安全性および快適性向上を図る 


